面会交流の間接強制 : 子の意思または福祉の取扱いをめぐって by 花元 彩
１．は じ め に
民法766条 1 項により,「父又は母と子との面会及びその他の交流」を協
議で定める際,「子の利益を最も優先して考慮しなければならない｣。協議






















































































事実関係は次のとおりである。債権者 (父) が債務者 (母) に対し, 2
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人の子との面会交流を求める調停を申し立てたところ, 調停は不成立とな






で, 債権者は, 債務者に対し, 本件決定に記載されたとおりの面会交流を



























































































情」を審理判断の対象とした判例を見てみよう。本件は, 債権者 (父) が,












ており, 父に対して著しい嫌悪感を抱いているのに, 無理矢理, 面会交流
させるのは実際には困難であると主張した。抗告審は, まず, 本件審判に
基づいて, 母は父が子らと面会交流することを許さなければならないか否



























































本件は, 7 歳の子が嫌がったために, 債務者が面会交流を命じる審判で
定められた義務を履行できなかったことに対し, 債権者が間接強制決定を
行うよう求めたものである。
平成27年, 債権者 (父) と債務者 (母) に対し, 両名の間の 7歳の子と


























あっても, 子を監護する親としては, 現在 7歳である子に対し適切な指導,
助言をすることによって, 子の福祉を害することなく義務を履行すること
が可能である。なぜなら, 2 年前に実施された試行的面会交流では問題な


































































努め, 審判をするに当たり, 子の年齢及び発達の程度に応じて, その意思
を考慮しなければならない」(同65条)。家裁は, この目的のため,「家庭
裁判所調査官に事実の調査をさせることができる」(同58条)。これらは,
調停の手続について準用される (同258条 1 項)。また, 15歳以上の子に限
られるが, 民法766条 2 項により, 子の監護に関する処分の審判をする場
合, その子の陳述を聴かなければならない (同152条 2 項)。
(21)
こうして, 審
判または調停手続では, 家裁調査官を介して, 子の意思を把握し, 考慮す
ることが, 明文で定められている。
しかし, 家裁調査官は, 家裁で,「家事事件手続法で定める家庭に関す
る事件の審判及び調停に必要な調査」(裁判所法31条の 3 第 1 項) を掌る
が, 執行手続との関係では, その旨の定めがない (同61条の 2 第 2 項)。
(桃山法学 第27号 ’17)78
家事審判および調停以外に, 家裁調査官が関与できるのは, 離婚等の附帯







ないが (民事執行法172条 3 項), この「相手方」に子は含まれないと解さ
れている。それでは,「執行処分をするに際し, 必要があると認めるとき
は, 利害関係を有する者その他参考人を審尋することができる」とする規
























































提起するものである (民事執行法35条 1 項)。債務名義につき, その執行
力の排除を求めうる理由となる事実が, 請求異議の事由である (同35条 2
















































































































ても, 同時に保全処分を申し立て, それが認められなければ, 間接強制の

















































































































































































































である。従来, これは, 次のように理解されてきた。すなわち, 債務名義
























であるとされる。民法766条 3 項が,「家庭裁判所は, 必要がある





ように, このような変化が発生したか否か, 発生していたとして, それが
面会交流の実施に及ぼす影響を判断するには, 家裁調査官の関与が認めら
れる調停または審判手続が望ましい。しかし, 往々にして,「面会交流を
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